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北ベトナムにbける国内移住計画

第 1次 5カ年計i雨期 (1961～65年）ー←
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はじめに

ぺト十ム北部の紅河ギルケi土， fン！？ネLアのジτワ

島，インド西大陸のベンガル地方などと並び，世界的な

人口調密地域として知られる。

犯！立tb:，干I会主義政権の下で，この紙河ずyレタおよび

その南に展開する 7イLホァ・ ＝＂！｝レ夕、ゲ千イシ・ヂyレ

タ等の過剰l人1::1の一部を国内の過疎地域へ移住させ，人

口・労働力の再配i誌をはかるとャラ政策が進められてい

る。この移住は集団で行なわれるものであるが，南北統

一的は北緯171を線以北の旧北ベトナムといち狭い範郎内

で実施された。そのため移住者の受入れ先は必然的にヂ

ル々をとりまく山民部・丘陵地帯に限定された。しかし

1976年の統一以後は南iヒ間の人口移働ポ可能となり，北

部デノレタの移住者は中部高原，メコン・デ、ノレタ西部の未

開地域にも入植するようになっている。

]976午かじ靖つまた市2次 5力年言il司では，北部デノレ

タから150万人のr'H主が予定されている。その内分行は，

北部の山岳部・丘陵地帯へ30万人，メコン・デルタ・中

部高原へ 120万人となっている。この目標達成は最近の

同目をめぐる講和市寺会からみて容易でないと忠われるが，

それはともかく，今後、北部デルタの過熱人口の移住が

主として南部・中部の方向へ向って行なわれるであろう

ことはまず間違いなかろう。

本稿でi:l:, tス｜のような独立後の北部デ、1レタ住民の国

内科住の動きのちち，土ず開始期にあたる第 1次5り年

計画期（1961～65年）をとりあげ，背景・目標・実施過

『アジプ経i?i.!I XX-:; (1979. J) 
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程・実績などを紹介することにしたい。北爆前のこの時

期は，南北統ーがlでは，かかる移住がもっとも組織的仁

行なわれた時期在して重要である。

なおベトナム経済・社会に関する資料・統計はきわめ

て少なし本稿でも専らニャンザン紙の記事など断片的

な情報に依拠せざるをえなかった。したがって用いたヂ

ータがかなり粗く，整合性の点でも若干問題を含んでい

ることをあらかじめことわっておく。

I 背 長

l 地形

北緯171ft線以上の！日ベトナム民主共和国（北ぺトナム）

の領：iーは，地形的』こ平聖子部・山岳部・中高部の三つに地

域に大ざっぱに区分される（第1図参照）。

平野部（miendong b色ng）は，闘士を西北から南東方

向にt't流Lて東シナ海に注ぐ，紅河・マ｝II・カ川等の河

川下流一得iこ展開するデルタを主体に構成され，国土而
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械の約35%を占める。 しかし同じ平野部に属する省の間でも，人口惜度には

~lhltr部（mien nui）は， これi・） Cl）ギル引をとり潤むよ

行な形で中国，ラオスとの国広より 帯に広がり，国士、

副積の58%に及ぶ。

中高部（mientrung du）とは，上記の平野部と山岳部

の問に位置し，両者の中間的な性質を有する，標高200

メートル未満の丘陵地帯を指ナ。これは国土面積の 7%

を占める。

なお，ベトナム誇には平野を指すi言葉として他に mien

xu6iがある。これに対応して mi山口自lポ使われるとき

には、上記の山岳部と中市郊の両力を合めた地域を指す

ようである。

2. 人口の地域的分布

北ベトナムの総人口は， 1960年3月のセンサスによれ

ば1591万7000人，その省別内分けは第1表に示す通りで

ある。この表では，人口の地域分布の特徴を浮彫りにす

るため，各省を上記の平野普~・山岳部・中高部の三つの

地減に区分した。しかしもともと行政区域である省をこ

のような地理的区分にあとはめるのには行干む9がある

のであって，この区分も民主宮なものではない。とくに問

題なのi主，パクジャン以］、ソ／ i/ ｛までの4省と！日第4

連区に所属するタインホア以トヒ＞ ') ＞までの省であ

る。これらの省は，人口の依集した平野郎と希薄な山岳

部・中高部の両方にまたが。ているのである。そこで地

域別の人口を求める際，これらの省については，その人

口の4分の3が平野部住民， 4分の lが山岳部・中高部

の住民であると便宜上仮定した。

，＇：て，第 1表を一瞥してわれわれがl立ちに気付くの

は， jじベトナムの人口の平野部， どくに紅河デルタへの

高い集中度である。紅河デルタは而成 i万 5000平方キ

ロ， l司土総面積の約10%を占める狭い地械である。とこ

ろが‘ここに総人口の実にSfiS（，にあたる約900万人が集

中しているのである。これにタインホア・デルタ，ゲテ

ィン・デルタを主体とする旧第4速区の平野部の推定人

口294万人を加えた平野部全体の人口は， 1193万人であ

る。これは総人口の75%に当る。

平日！？部への人口集中は，人口信号Eをみればさらに明白

であるつ 1960年3月現在の l平方キ口、＇ 1I）の人口密度は

全国平均が101人。ところが町紅汚ヂルゲに属する各省

むは383～864人を記録し，＇， ＇すれもこれを大幅に上まわ

るつ IIJ第4連区に属する芥宵でもうヂノレク地域だけの人

口密度を求めれば，第1表に示されたそれぞれの省の人

口密度の数倍の値がえられるであろう。

72 

著しい差がみられる。

紅河デノレタを{jijにとると，中心部かん i;i戒にかけての

一帯に位医するタイピン，フンエン，ナムディン，キエン

プンなどの省の人口密度は716～864人というきわめて高

い値を示す。当時これら 4省に人口 17.f人以上の，都市

とよべるようなものは，ナムディン市（ 8万6000人〉，タ

イピン市（ 1万5000人〕のわずか二つを数えるのみであ

＇） た（注I）。だから上記の人口密度は，そのまま純粋な農村

地帯のそれであるとみなしてよい。われわれは，あらため

第 1；表地域別人上I(1960年 3JJ .tJ,l,在〉

（？件｛主：人〕

｜ ｜ ！ 人口密度
域｜省名｜人口｜ ' 

I I 11960主芋11936年

クニン i 520,7871 5θ1」 454 
ハイゾン｜ 894, 2081 43，引 330 
フンエン｜ 605, 539! 738; 557 
キエンア＇／ I 442, 875! 716: 452 
タイピン I1,164,763! 8641 676 

ドン I 882 , 537! 6681 532 
ナム I 480,039! 5711 3θ5 

ナムデイン I1,021,358: so問 704 

1二ンピ γ ｜必M九制却
ノイ I 643,576 4,022 
フォ Y I 369,2必11 657 

山夕刊即日臼｜由 r.", 593, 183 3331 い街 ffi「 V•M 主~~ 了~ I い叫 '' 7 ト 505,672 161 I 81 
同部｜ソンタイ 380,563 4121 282 

ゲタI : I I I I I ! I ・、 I I 1621 
？イ［中j山1ゲアン 1”！ I . I I I I • 761 

；・；デート！おj岳｜ハテ 1. '/ I ~sg. 349: 1201 
I I ‘ヒン i ’ • 391 ・，cT' :~; I店1lI . I '・ ! I i I I ＇／ン I I 2161 

タタ・ I I I I '' ! I 

,1, ｜イエンパイ 1 146,9ヨ41 281 9 
,:'1; I ；，イグエン i 290, 2551 881 29 
部 ｜チュエンカ＇／ I 154,zゆ6l 2引 11 

ハイニン 1 144,724! 
ホンクワン 171,4281 
ランソン 262,9561 
カオパン l 274,06θl 

ッカン l 85,964 

ジヤン j 199,229 
ラオカイ 1 102,497 
ホアピン 1 236,041 
Fイパック 1 437,552 
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（出所〉 Cl!C thl¥ng ke trung u’o'ni{, Viet Nam Dli担

Chu C{jng Hoa; 5 nam rり du'ug仇 hte va 
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トナム民主共和国経済・文化建設の 5カ年』アジ

ア経済研究所 1969年 14ベージ〕より作成。
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て紅河デルタの欄密ぶりに驚かぎるをえないのである。 ウモロコシ・さつまいも・キャッサパ等の補助食糧作物

左ころが，同ビ紅河デルタ？も中心部から離むろと， そして大豆・綿花・務花生・さとうきぴ等の工業原料作

ニンピン383人，ハイゾン434人というようt乙人li密度 物の栽培が行なわれてし、た。

は半分に減る 0 q'i 2表は， 1960',fのこれら作物の作付面積と米の生時

次に，山岳部・中高部の人口についてみよう。両地域 遣をを地域別に整理したものであるo 地域区分は第1表に

を統計の上で区別するのは困難なので一括して扱うこと 準ずる。なお，補助食糧作物と工業原料作物については

にする。三；／1,C，の地域に暦3するのほ，第 Hーでは、イエ それぞれ単独の作付i/11穣に関するデー守がないので， ｝J.:

ンパイ以ドタ fペックまでの各f布・自治区お上ひ、パクジ には合計の作付而積が掲げてあるη

ヤン以下ビν）シまでの各自、の部である。役者の各省 土ず主食である~去についてみると， jf付面積・生並払

については，先に人口の4分の lが山岳部・中高部の住 とも平野部の構成比が圧倒的に大きい。いま人口分布の

民であると仮定した。この前提のもとに山岳部・中高部 場合と同様，パクジャンからピンリンまでの9省につい

全体の人11を推定すると約40り万人になる。け総人口比

は25%であるつつまり全国i：の :I分の2の！よさをιちな

がら総人口の4分の lしか居住していないのである。人

口密度もタイグエン（88人〉，ホンクワン（別人）を除

くすべての省が全国平均101人の半分以下にある。

これらのすJU：＇ら，山岳部・中高部は，＇［’野存 IIと対照

的に人口ffi】薄地J1iliであるとドう三とがいえt九円

もちろん，希簿の程度も省によって異なる。タイグエ

ン，ホンクワン，ホアピンなどデルタに近く，襟高もあ

まり高くなャ古の人口密度は相対的に高く， J、ソカン，

タイパッテ白内えーなどデJI,,ケかん遠く離れ， ILi々 におお

われ平地び〉企＜ t内、省がも J とも人口密度が依くなって

いる。また山岳部と中高部とを比較すると，一般に後者

の方が人口裕度が高い。しかしこの点を第1表から読み

とることはむ寸三泊ミしu、。

山岳部・中高部の人口位、その人種構成の点でも平野

部とは著しく具なる。 1960年センサスによれば，北ベト

ナムの人口の人種構成は，キン族（ベトナム人） 1355万

人，その他.10あまりの少数民族の合計が236万人である

（注2）。ところが，これら少数民族のうち， 17万5000入を

数えるホア〔1ドl司系住民）以外はほとんどすべてが山岳

部・中高部の住民である。山岳部・中高部における少数

民族の構成比は55%。しかしダイパック自治区，ベトパ

ック自治区（勺オパン，ランソン噌パッカ〉、タイグエ

ン，チュエン力ン，ハジャン）など少数民族の良治区で

はかれらの占める比率はさらに尚い。

3. 主要作物作付面積の地域分布

1960年代初めの北ベトナムでは，農業労働力人口の総

労働力人11i ~ <.J fる比率が州%＼｝J，農業生産め国民総生

産に対すご｝比三例~60%に遣してし、た。つま•）農業国であ

った。

農業では，主食である米の重要性が高く，そのほかト

料竺竺竺竺竺士

第2表地域日1:i要作物｛乍付面ti'!・1：生産量（196（ドド）

｜ ｜作付面積｜
｜ ｜ （ヘクタール〕 ｜ 

域｜有 名［一ー ｜補助食糧｜米生産食
I i 比 ｜作物・工l
I I 小 ！五三原料作ICト／）

ンI78,1451 19,820 114,54fi 
ハイゾンI164,1431 10,47創 309,230

エンI89, 5761 23, 4911 154, 791 
キ且ンアンI71,2811 3,59訓148,155

1タイビンI173,4781 11, 78引 334,722

I ンI110,1291 24,8081 221,4内5
ムI66, 9861 9,4951 144,fiZl 

) 人フインI155,5731 9,07到278,477
ニンビンI79,0801 7,84創 123,580

イI10,4」~51 2,83！引 25,385
ノ、イフオンi17,8171 1,721引 41,438

lιてン卜 103,i~i 21臼！I198 ,~~~ I :1s,215' 189,276 

I 11 16 偲~113?.,4'高 t量： I 1 

部 部 l ゾ／タイ！ 43,503) 11,731 93,095 

ゲタ I ! I I I I 
テ；川中山iタインホアI234,61引48，河到必0,9 0 4 
, .',I' I円｜ゲ γ ン｜叫 51,42，叫 322,109

v一J二J高岳！ハ？インI112, 15引 20,15剖150,061

：．γ7部部！~【Lン；~ご 1 引~b1 t~i~1 ff 15 ： 
~1 Ji:E~~n一一

23,057.1 8,6吋札672
11,20:-i1 2, 7331 21,586 
39,9841 13,55~引 92,665
28,031/ :34,05矧 68,611
14,054! 5,80引 32,326

23,926i 29,9401 49,704 
9, 1601 9,3051 20,720 

42,169: 13,3011 84,280 
64,7641 :l6,314J 14:l,fiF主4

地

i口［

一－

"'i 
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huι i
 

！ ぺ ／ ン

ドドンクワン！
ラ J ソン1

｜カオパンi
ハヅカン！

ハジャン｜
ヲオカイ l
,r- !' t:＇ン｜

タ f、ックi

民
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(tlil肝） Bui huy D立p,Cay lua 川 icn Rae Vi(t 
Nam, Ha-n¢i, N凸ngTh凸n,1964, tr. 54, 67より

作成。
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て，作付磁穣・生産量とも省全体の4分の3が平野部の 4. 開墾移住の必要性

分であると仮定しよう。そうすると，平野部全体の米作 以上1960年のヂータを用いて，ペトナム北部の人口分

H面積は約170,jヘクタ一九生尚昆は310万トLとな 布，主要作物作付面積の地域分布を街単に考察した。そ

る。すなわち前者の構成比は75%，後者の構成比は73%。 の結果次の2点が明らかになった。①北ベトナムでは，

この上うに主たである米グ〕作付而議・生産が平里子部に 国土総面積の約九分の Iという広くなし、平田清Hこ人口の

集中しているのは，何よりもそこが地形・土壌・水利な 4分の3が集中し過密状態を長し，残りの3分の2を占

立の点で米栽培；：：：も]iしているからであるが，労働集約約 める過疎な山岳部・中高部と療法令うた対照をなしてL、た

な米栽培を可能；ιしているのは豊'Ii｛な労働力の存在であ こと。とくに総簡積の10分の 1の広さの紅河デ‘ノレタは総

る。しかし逆に，労働集約的な米作の展開が平野部への 人口の56%がひしめく超過密地域になっていたこと，②

ヘ口集中を支えてきたとLづ側面もある。 農作物の栽培fこ才3いても，米作を主とする平野郊の役割

補助食糧作物・工業原料作物については，米の場合の が圧倒的に大きかったこと，ただしそこではすでに耕地

上うに平出「部と山岳部・中高部との閣に許しい差.w_を指 の拡大は［涙界tこ達していた。

摘することはむずかしい。第2表からいえることは，せ ところで問題は，いま指摘したような平野部への人口

L、ぜい平野部では三れらの作物の重要度がれ！対的仁小さ 集中，平野部の人口過密化が，説会主義体制の下で解消

L、こと， Iぇ対に山括部・！？両部では，乙れら作物のI主要 の方向に向うどζろか，なおー溜強まる傾向をみせてい

度が相対的に大であり，ハジャン，カオパンのように， たことである。との点を知るためにまず，第1表の1936

/j:付面積で米を I-.主わってL、る省、もあること，なとであ 年と1960年の人口密度を比較しごみようのそうすると，

ろう。 との問に平野郎の各省では，最低104人（ρ イゾン，ナ

しかし北ベト十ム農業：主食糧れ物裁培かu本である。 ムデfン）からl最高264人〈キエンアン）の増加を記録

そして食糧作物の中では，米が圧倒的な地位を占める したことがわかる。一方，山岳部・中高部では，ホアピ

〔作付面積の構成比：:J:85%以上）。そのため紅河テ、ノレク， ン，ブート・々イグエンなど平野部tこ隣接する若干の省

クインホア・デルゲ，ゲティン・デルタなどの米作地帯 を除き，この増加は15人以下にとどまっている。

がすなわち主要な農業地域ということになる。ちなみ と三ろで，ベトナム北部の人口動態は独立直前の1944

に，食出作物，工業原料作物のお付面積（；＇ ιれこ占めどJ平 年末からジュネーブF協定による抗仏戦争終結後I年後の

野部の比重は筆者の推計では71%である。 1955年半ば頃にかけ種々な要因により複雑な変化をみせ

さて，珂土面積の3分の lしか111めなν宇野部iこ｛↑付 えが，合体としてほ，ほとんど停滞状態にあった。とくに

延面積の7割強が集中しているのであるから，そこでは 平野部についてはそういうことがU、える（注8）。とすれば，

叶然総而積に対ずる耕地の比率がおく，まf土砂地の利用 平野部における先にのぺたような顕著な人口密度の上昇

安も高1ィ、はずでゐる。そこ？とれらの指係企データのえ は， 1955年以降のものとしなければならなU、。

られる若干の省についてみると，耕地比率は全国平均11 その要因はいうまでもなく，平野部における人口の急

'.',,(1958＂！ミ）に対 L，フンエ＞92%(1960年）i'U），タイど 激な自然増にある。革命前のベトナム北部の人口自然潟

ン80%(1960年）（注4）等である。 p・グルー（P.Gourou) 加率は1白 34%であった。ところが1955～60年にはそれが

によれば、紅河弓ゴルタの耕地比率は1930｛引ににすでに80 ,LS%にも達した（注針。年間およそ50万人増であるc u、

%に達していた（注5）。つまりその頃より耕地の拡大はほ ま増加入口における平野部の構成比を全人口に対するそ

とんど.Ir.っているのであって，すでに限界に達していた れと同じく75%とすると，年間約37万5000人の璃加とな

とみてよU、であろう。また土地利用度は，全国平均1.57 る。しかし平野部の住民であるキン族（少数民族以外の

(1960年〕に対し，フンエン 1.66(1960年〉（注6），タイ ベトナム人〉の時加率は，山岳部・中高部住民の過半数

I~ン1.86 (1962年〉（注7叫：となっている。 を占める少数民族の増加率よりもかなり高かったと忍わ

これらの数字が示すように，人口過密な平野部では， れる。したがって平野部の年間の人口増加は40万人をか

ー上地はぎりぎりの・＇＝＇ころま？耕弛化され，その耕地を集 な9越えていたとみて間違いなし、。

約的に利用することによって，作付延面積の拡大がはか さて，こうした急激な人口滑加は，当然ながら平野に

「1れてきたのであふ。 嫌々な問題を発生させることになった。その一つは‘人

口と耕地の比率の悪化である。すでに指摘したように，
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平野部では耕地の外延的拡大はほとんど頭打ちの状況に

あったから，人口増加につれて， 1人当たりの耕地面積

は確実に減少することになったのすなわちすでに1955年

に人口 1人当りの耕地面積は，わずか1190,jl.ffメートル

という東南アジアでも最低の水準にあったが，これがさ

らに減少したのである。

また人11の附力IIは莫大な別動力の不完全利用合itみ，

潜在失業問題を深刻化させることになった。

ニャン崎一ン紙iι発表されにある推計ーによふとi/UO),

1960年当時の平野部の農村労働力人口は 660万人。いま

各人が年間280日働くと仮定すると，延べ18億 4800万日

の労働が11f能となる。ところが実隠の就業上l；土12億1000

万日にすぎなか＂＇た。つまり全体の 3分のし労働力に

換算すると 200万人以上が余剰であった（ただし，この

中には婦人労働力も含まれている〉。その上，平野部で

は，毎年20～3077人の新規労働力の矯加が見込まれてい

たのであ／い

5. 第 l次5力年計画と山地移住計爵

こうした農村部の莫大な余剰l労働力の利用をはかる方

法として，ま子透視されたのは，合作社の多角経営であ

る。すなオ：，t）主主豚・養鶏な立のがN；部門あるいは混I］業部

門などを充実・司自展させ，ここに余剰労働力＋,,P,,!,z収させ

ることで f中｝ γ 心。また 2期11：，災（乍等の導入によれ労

働集約化をはかり，季節的な労働力余剰の発生に対処す

ることであった。平野部の内部に大量の労働を吸収でき

るるようなセク々ー，とくに：L業の急激な発／J(が宅めな

い以上，こうした方法しかと りえなかったU え よ れ

しかし合作社自身の努力によ引で減らすことのできる余

剰労働力にはもとより限度があった。

そこで，過剰人口，とくに余剰労働力の一部の域外，

すなわち111品［市・中高部への送／Hボ計画され之、にL、たる

のであるミ

しかしこのような計画は，問時に移住労働力を利用し

て山岳部・中高部の経済開発，とくに処女地の開墾をは

かるという梢極的な側面をもっーていた。当日守，；Itヘトナ

ムは，本協的な］業化段階を迎えようとしていたが，こ

の工業化は食糧の自給達成，工業原料の増産を不可欠の

条件としていた。こうした重要求に応えるため，既耕地の

より有効な利用，既耕地の生産性向上と並び‘新規開墾

が緊急のイヒが進！民す課題となったのである。また仁業化

が進展すらにつれ，平野部では農地の一部非皮業用への

転用などで，耕地の減少が予想された。かかる事態に対

処するにも，山地部・中高部の開墾は必要であった。

料？百一宮町一

もちろん，これらの地域でも，幾業適地はすでに開拓

されつくされていた。ただ，補助食糧作物や工業原料作

物などの栽培に利用できそうな土地は，政府の推定に上

れは，なお100万ヘクタール近く残されていたのであるc

北ベトナムの指導部が平野部の住民を山岳部・中高部

へ移住させ，とくに処女地の開墾に投入するという計衝

につヤてはじめて三及Lたのは，筆者の調べた限りでiJ：、

} lj(jf){f 9月に関係1された第3回労働党大会である。すれ

わh，レジュアンが行なった中央委民会報告の以下にうi

用ナる部分である。

「われわれは，山地部・中高部の発展のために平野部

の労働力の一部をとれらの地域tこ惨住させるため， i1，］イキー

のプ］に合｛字社の力を結合した計E習をたてなければたらな

い。われわれは数十万人の人々を平野部農村から山岳部

に移し，工業・農業に従事させ，工業地帯・国営農場・

国営林業場を建設し、かれらのカを祖国の繁栄に発揮さ

せなければならない。j E注11)

首ri：， 回労働党大会比第1次5カ年社函の大綱を決定

した重要な政治的集会である。その席で採択された決議・

報告類はそのままとの計画の本体としての役割をはたし

たc Eすれば， ill｛長部・中高書官への集団将往の実施も守5

1次5カ年計画のー在日どして，この大会で決定された T

みてよいであろう。大会から 2～：1カ月後の1960年末に，

はやくも第1次の移住聞が平野部から出発している事実

もとれを裏付けている（注12）。

しかし，上の引用文の中でその必要件カ1いわれてL';:, 

「国家のカtこ合作社の力を結合した計画TJなるものが‘

どのようなものか，その後はたしてそのような計画が策

定されたのか否か明らかでないのである。少なくとも，

そうした計画の成文が公表された形跡はない。

ただ、指導部が第 I次5カ年計i雨期tこ乞の程度の規慌

の移ftと新規開繁を予定していたか，それをどうャう！J

法で実現しようとしたか，という点、については，断片的

な資料・情報を整理することによってある程度明らかに

できるn そこで，まずとの作業から始めよラ。

(ii:1) C苧C tl曲

Ddn Chu Cijng Hoa; 5 niim xdy du'ng ki舟ht占

申At’an h6a, Ha-n¢i, 1960, tr 67. （拙訳『ベトナム

民主共和国経済・文化建設の 5カ年』アジア経済研究

所 1969年 15へージ〉。

ぐ注 2) 向上，＇； 16ベージ。

（注 3) Nguyen Khac Vien, Water ,rice and men, 

Vietnamese studies, No. 2 (1964), p. 18より計算。

7ラ



Ⅱ　移住計画の概要

1979030078.TIF

一一一？？？資 料一一一…一一一一一一一一，，.，，，，，，，，，，..，，，.，，，，~，，，，…

（注4) Tran Qut>c Phong, Thai Blnh chuyt'n 

ditn di xiiy d u'ng vung kinh t島 m6'i，凶tqua va 

kinh nghi宇m,Nghien cu u kinh te, 98 (Aug., 1977), 

tr. 40.上り A算。

( , l: 5) I'. Gourou, 1.,・s j>ay川 11sdu Delta ton-

J:innis, Paris, Mouton, 19ι5、p :l.5:2 

（、 I:6) Nguyen l¥.hac Vien. 什／》 rit.,p. 18より

, I ¥,t。
（去 7) Nguy色nThi主n¥y, fv!,)t st> van de ve 

tham canh n6ng nghi~p, Nghiin dt'u kinh t占，：-i2

(Apr. 1966), tr. 50. 

（注8) 1942年かハ1955：￥の13年間の併方flは，わす

か100万人であった。（NguyenTien Hung, Economic 

dn・doρment of socialist Vil'lna川、 1955-80,New 

Yけrk,Praeger, 1977, p 4.）官u：：｝•·せを悶と L ては以下

,, Jうなものを挙げること／；ιつr tλ11)1944年末から

1り4:1年秋にかけて紅inf-,. ／［タペ終 止令前の大飢銭

〔itit推定200万人）， (2 lit （ム収7・3け長特〈ベトナム全cl:

でi己｜百！人25万人，軍人30万人が死亡〕，⑥｝Jc仏戦争中の

ri然的力日本ω低下，④ジュネープ協定の条引を平IJ）目 L

fこ北部カソリヅグ｛は己の南部移住〈十世定80～100万人〉ο

(/1: 9) ¥'o Nhan Tri, Croissance economique de 

la Republique demncratique du Vietnam (1945-

l.965), Hanoi, Editions en langu円 ctrang企res,1967, 

pp 29-30. 

C,no) Nhan Dan、Dec.S, 1%0. 

「lニ11) Third Nationa! Conf{1γ川 ofthe Viet 

Nam iVorker's Par.り， Documents,Vol. 1, Hanoi, 

Foreign Languages Pub. House., pp. 133-134. 

（注12) たとえば， 1960年12月にフンヱン省か C:,

1164人がタイバッグ自治区のソンラ省マイソン地区へ

入制した。（LeQuy Quynh, Farmers of Hung-Yen 

じ！car land in Tay Tiac forest and mountains, 

'.¥Tghifo cti'u kinh T岳町 2 (Apr. 1961), in JPRS 

]()] 74, pp. 99-100.) 

II 移性計阿の概要

1. 目標

集団移住政策は，経済・政治・文化・国防など多岐に

わたる目的をもった総合的な政策である。しかし先にの

ベた平野の人口圧力緩和および山岳部・中高部における

処己正地の開墾に最大のねじ，，，、があったのそこでこの2点

に問 L第 1次5カ年計画期のい襟を終認Lておこう。

76 

く移住者数＞

まず一番重要なのは，労働党・政府が当該期にどの程

度の人数を平野部から域外に移ナことを予定していたか

という点である。ところが，この肝心の移住者目標数に

ついては、？お3回労働党大会における中央委員会報告が

i突然と数十万人と述べているだけであるのそれ以外，当

IINO）公式文献の中に具体的な数字を見tLIt-ご土はできな

L、わ

しかし手がかりがないわけではない。たとえば， 1966

年夏に発表谷れたグエン・ヅオン・タム（N日uyi¥nDu・ぴng

Tam）の論文によると，「1965年末までに，105万人の同胞

が運動に参加し， 5カ年計画の指標を131%逮成した」

（注 1）。とれらの数字から逆算すると，計画目標は80万人

土なるのわれわれの推計によれば， 1960年の平野部全体

の人llは12的万人弱である。したがっじ同年現在の平

野部人口のおよそ 7%が域外に送「l¥されることになって

ヤたといろことになる。

なおこの川万人という自標数の中には，農業移住者ば

かりでなく，現地の国営農場，国営林業場あるいは建設・

輸送部門など国営セクターで働く予定の移住者とその家

族を含んでいる。しかしその内分けについては明らかで

ない。また80万人のうち労働力人口の割合がどの程度に

設定されていたかも分らない。

＜｜荊製面積＞

：お I次 5カ年計衝における農業開発の基本的な方向と

内符を規定したのは， 1961年 7月に問依された労働党5

中総であるのこの会議が設定した1961～65年の 5カ年間

の開墾目標は55万ヘクタール，その内訳は人民の行な

う開墾35'nヘクタール，国営農場の受持つ開墾20万ヘク

タールである（注2）。人民の行なう開墾とは，要するに農

民が行なう開墾のことであるが，当時平野部の農民はす

でにほとんどが合作社に組織されていf士から，とれは合

作位なし、し合作社社員の行なう開墾のことと考えてよ

L、の

ところで同じ項，オtベトナム全土における問書士可能面

積の推定値が発表されているが噌それに上ると，傾斜20

度以下の開墾可能地は 1凹万ヘクタールとなっている

（注3）。この推定の根拠は明示されていないが，他にはデ

ータがないのでこれをそのまま用いると，第1次5カ年

計画期の 5カ年間に開墾を予定されていた面積は，開墾

可能面積のおよそ半分ということになる。

これは山地部・中高部に残された開墾可能地の条件を

考えると，決してひかえめな目標とはいえないのしかし
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たとえこの 11標が 100%完遂されたとしても，当該期間

中に 300万人の人口の自然増加が見込まれ，他方耕地の

，一部を農業以外のけが］に転用する必要も予恕されたの

で，耕地・人口比率の悪化を阻止できる見返しはなかっ

たr そこで新規開墾を行なう一方で，土地利用度を1960

if(lll .51か、，J5年間に 2.0まち高め，約507iヘクタ－－；L.

の面積を確保することが計画された（注4）。

2. 移住者の送出・受入れ地域

当該期の集団移住は，《平野部の同胞が山岳部の経済

発岐に参JJl¥jる運動》（Cか v争nd（旧日 dongb加 miさn

xuoi tham gia phat triきnkinh t住mienn也i), あるい

いイ人民開懇運動》（Phon日traonhan dan khai hoang 

' ＇川参加土 Lラ形態をとったうこれから明ムかなよう

に，移住者の移動方向は平野部（とくにその農村地帯）

判岳部・中高部である。

しかし同じ紅i可デルタに属する省であっても，中心部

仁u，：置する .I!,｝合と周辺部の場 f;- とでは守人 ~I ＇応変に大き

な聞きがあることμついてはすでにみ之通りである。ま

た中心部には開墾可能地は皆無であるが，周辺部には若

¥'(!J開墾のjヘ地がt～されてし、るところもあれたわ

一方，ダインホア省以南北緯17度線まで南北に細長く

辺乙ヘた旧i::i(4連区所属の各告＼なかでもダインホア＇l'Xと

ゲアン？？では，南シナi毎に商した東倶lj半分にヂルタが広

が IJ，西側半分は子工オンソン山JllK系の山将・ Ji僚にお

おわれている。そのため， 1"1＇省の内部で人 li・労働力

の分布が不均衡という問題をかかえていた。

二のように，人ll・労働力の集中度や開銀11J能地の分

布状況は地方によづて著しく具なる。そこで当局はこれ

らの点を汚府し，それぞれの地域別に開墾れ{J汁爾の<11

で担うべき役割，目指すべき方向といったものを規定し

だr それは日下の上うなもの？あった注射。

①土地が少な〈，人口密度の高い省ー タイピン，

フンエン，ナムディン，ニンビン，ハナム，ハドン等ー叩

村山での Fトm模な、jfj:辺の閉経を完全に行なうと同時に 5

労働力・人口を調整し， r11岳部・中高部に送出する。

リl 上l也！労働｝j・入IJとi，豊富であるが、 111岳部・

平野部・沿海部にまたがってL、るため，労働力・人IIの

//j {tiが不均衡にな yている冶 ータ fンホアーゲア L今

ノ、サイン等一一自省、の範囲内であらゆる形式の開墾と必

働力の調整を行なうっ

':11 土地は豊富で司労働力も相対的；こ多ャが，まだ他

の省から労働力を受入れる余地のある省、ー ブート，パ

'J ／ ヤン与 一－1i'内で労働力をある性よれら訟の県へ作動

させて，小規模な開墾を行なうほか，他の名、から干名fj者

を受入れる。

④ 上地はあるが，労働力の不足してU、る11治区・省、

タイノ〈ツク自治区（ライチヤ，7, ソLラ等〉， J 、ト

パック自治区（タイグエン， チュエンカン等〉， ホアビ

ン，ラオカイ，ハイニン，イエンパイ等） 一平野部の

省から労働力・人口を受入れる。

⑤ 開墾可能地が大部分狭｜溢で， tl！問や111の斜面にあ

り，他方，労働力・人口も少ない省一一パツカン等一一

小規模グループ。単位の移住者を受入れる。

なお，ゲイピン、ナムテ fン，ゲアン等，東シナt{1ょに

箇した省では，山岳部とは反対方向の海岸地方へも若千

の千年住者を送る。この場合の入植地は，紅許可やカJII等の

河川の沖積作用で海岸に形成された砂洲である。砂洲の

i拓には堤防の傍築，排水運河の蹴さくなど多額の投資

が必要である。しかしーたび干拓が済めば，土壌浸蝕の

問題がなく，耕地が安定しておりラ土壌が肥沃であるた

め，山岳部・中高部の関整に比べはるかに平く生産の伸

びが期待できる。

3. 移住の方式

当該期の集団移住は，主として次の二つの方式により

？子なわれた（注針。

① 編入（xenghepまたは xenke) 

これは平野部の合作社かん 5～7世帯を lグル－7'と

して山岳部・中高部へ送出 L，そよですでに活動してい

る合作社へ組入れる方式である。組入れられた移住者世

帯は，その合｛特上の一つの生産単W,すなわち生産［＼まな

いし班（tち）を構成する。

ー！とベト寸ムの平野部では、 1957年までに土地改革が完

了し， 1958年末から農業合作化が始まった。そして1960

年末までの約2年間で初級合作社，，の農民の祖織化は基

本的に終った。一方山岳部では， 1959年8JJより土地改

革と同時に合作化が進められ， 1961年6月までに農家総

紋の75.6%カ2合約二社に加入した（註7:0編入の対象となる

のは，これら山岳部・中高部に設立された合作社である。

もんろんすべての（l'作社が対象になるわけではなく， l井

地拡大の余地を校しながら， 9J’i動力不足のためにそれを

実行できない合作祉が選ばれるのである。その中には，

ムオン族・ヌン族など少数民族が組織してし、る合作一位も

含まれる。このような合作社に平野部の農民が編入され

る場合トニl士、同じ（H1主社の中でベト十ム人と少数民放が

一緒に生活することになる。

なお， fi一政的tこはラ移住れま，’受入れ先の（H字社がj芳
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編入方式の特徴は，第1に，小ク勺レーブJjij立で行なわ

れること，第2に，道路・学校・診療所などの設備が若

二f二備わっている場所への移住であるとし、うぷにある。し

たがって、文胞が相対的に＇？＇ fl占であり，経符vも少なくて

すむとν行千I］｛（がある。ま！：rt{Y先での生i，号も十fl対的に

平く安定することが見込まれるので，最初から一家を挙

げて移住することができる。

しかしこの方式では，款のよろな問題もある、第1に，

新旧両干Ilil/iJの融和の問題である。平里子部と IiI j主部・中

高部とでは，風俗習慣に杵Lい違いがある。そのため，

平野部の住民が山岳部・中高部の合作社に加入して，い

きなり元からの社員と共同経営・生活に入れば，様々な

摩擦・札機が!iじることは遊けがたい。とくに少数民族

の組織する？？作社に加入する場たには，言，m上の摩書，

人種的偏見などがあり，両者の融和はさらに困難であ

る。第2に，経済的格差の問題がある。平野部からの移

住者と元からの社員の経済的なレベルが同じであるとは

限らなνヲ仁 Lろ出発のR.¥'ti,T；土格差が存「！；するのが普

通であろうっ二の格差が大きし＇ Jl)J合，それをどう解消し

て行くかは合作社の運営上大きな問題である。

編入方式による移住の場合，こうした問題を適宜解決

して行かたければ，合作社；のよ見続拡大のメ I）ヴトを十分

発揮できないのである。

⑨ 間寝台作社（hq・pt五cxii khai ho血 .g）の関，f¥t

これは，第1の方式よりも多い戸数，すなわち通常は

30～50戸を一つのグループとして山岳部・中高部の未開

墾地に送り ii':L，そこにかれ「ノだけを構成にf パーとす

る，独立した生産組織を新設するものであふ。このよう

な生産組織は開墾合作社とよばれる。開墾合作社の規模

は開墾可能地の広さに左右されるところが大きい。した

がって，土地さえあれば， 100～200戸の規1慌に達するこ

ともある汀そ Lて開墾合作干上が‘面積・人iI.境界線等

の点で干上（xa)trいし村（them）を形成するにたる条件をそ

なえてU、れば，申請によりその新設が認められる。

次に所有権の側面からみると，開懇合イ字社が開設され

る111岳部・，1，伝部の未開核地｝士、｜翠有地も｛くは公有地，

私有地でi>,.，：，勺しかしい寸三れにせよ， 「関税 Lた荒地

は，地方のh政委員会の承認後，合作社の集団的所有権

に帰属する」 (1963年4月24日付首相府通達31-TT宮）。

とのように，開怒f;-f乍社では，もっとも基本的な生産手

段である IJ町H最初から行/1紅白員の集団的所作潅に帰

属する。したがって，理治上：.:t，生産手段のli的所有権
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を残して共同経営を行なう初級f；－｛乍社の形鎗はとりえな

い。実際に，すべての開懇合作社が生産手段の共有，労

働に応じた分配を特徴とする高級合作社から出発したか

どうかは資料がなく何ともいえない。しかし移住運動の

結果，山岳部・中高：郊の合｛字社会：体iこ占める高級什｛1社

の比率が高まったことは事実である（住8）。なお，高級（＇，

作自：であっても自留地が認められるが，開重量合作社の場

合，これは宅地を含め 1世帯当り 2～3サオ（720～1080

半方えートノレ〉とiどめられていた。

｜耳l墾合｛字社方式の特徴は，第 Iに編入よりも人数，

ll開灯ra積の点で、大きい規模を単位として行なわれるこ

と，第2に，社員がすべて移住者からなることである。

そのことから，自然条件に恵まれ，社員の集団のカがフ

ルに発揮されるな人tf，生産発展や生活向上のテンポが

速く、その可能ttも大きいということがいえる。またれ

員が向一地方の出身者で，しかも向じ条件から出発する

ので，編入の場合に大きな問題となる社員問の摩擦・札

機とU、ったこともあまり重大化せずにすむ。

しかし，開墾frWtlーの調設にはあるお’度まとまった土

地，少なくと主数十ヘクタールの関空!i＜可能地の存夜がitff

提である。また基盤整備などに多額の資金を要するから，

まとまった資金の被保が不可欠である。以上二つがこの

ぢ式全用いる最低の条件であるo

なお，凋墾合作？？では，設立当初の生活条件がとくに

厳しい。そのため最初から一家を挙げての移住は〉堤防さ

れない。最終的に一家が移住する場合でも，まず働き手

が先に出発し，家族は現地の生活条件が一応ととのって

から修往する。

以上，編入と開懇合作社の開設土いち二つの移住方式

を紹介し，それぞれの特徴についてふれたが，当局は実

施が容易で，費用も安くて済むということで，最初は編

入方式を重視したのである。ちなみに 1ヘクタール"4,り

の実際の調墾費については，編入の場合127ドン，問事H.

f,作託の場合800ドンという数字が発表されているの9¥

移住運動の初期には，このほか m(>tchem doi qu色

（「ーカ所に住み，故郷を二つもつ」という意味〉という

か式が試みられたのこれは平野郊の合作社が山岳部・ qi

,1'6/(i＼に分農場を1mき＼そこに社員を移ilーさせる方式であ

るo この分農場と前記の開墾合作社の違いは，後者が独

立した経営体であるのに対し，分農場は平野部の合作社

から経営的に独立していないという点にある。つまり平

聖子部の合｛字社tこよって統一管理・分配が行なわれるので

ある。



Ⅲ　移住の実施
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F のん式による移住ではち f辛口者1土／1:l身地との凋係を

維持できるので，孤独感に主し、なまれることはそれだけ

少ないっまた生産が軌道にのるか否かにかがわらず，平

阿部の社員と同一の賃金を保証されるとしろ利点もあ

る。しかしこのような条件のもとでは，移住者は出かせ

ぎ的気分を払しょくできず， なかなか現地に定着しな

u、。

実際，この方式が適用されてみると，移住者が 1～2

乙ーす：で耕作を放棄するとか，向型地の産物や河辺の

森休刊主一物を出身地へ運び／HrC永村は平野部では非常

にn重で司高価）とかいった－，， ｛ トプ、の現象が広がっ

た＜i'¥10）ゥそのため，この方えはあまり将Fえすることなく

1ドリられたとみられる（注11,0

(It 1) Nguy占nDu’0・ngTilm, Thting l9・i to lo’n 

CUa CUQC V</,Il d(mg 《d6ngbao mien xuoi tham gia 

phat triちnkinh t色 mienn也i》trong k色 ho,:ich5 

nllm llin th立 nh包t,Nghien cu'u kinh te, 34 (Aug 

1CJ66), tr. 'J:7. 

(, I 2) Offensive against ponTly and back-

川山・dness,Hanoi, Foreiト，n Lanp1aドePub. House, 

l'lfi:¥, ]). 24. 

(; I 1〕 Nguyc'¥n Chi Tha山、 Ra s11'c ph占刃 aliu 

au'a 11611g ddn mien !Mc nu’＇o'c ta tien !en, Ha-ni)i, 

S¥l' Th争t,1963, tr. 66目

（注4) Ibid., tr. 92. 

（沈5) T6ng C¥JC khai hoang, Dliy mqnh phong 

trao nhdn clan kiwi hoang, H必n(li,S1,1・Th,i.t,1963, 
tt・ 32-33. 

〔116〕 以ド移住方式I: , ：ぺ、 ；：こことわら

理移住の実胞

1 地方計画の策定

時（j節でのべたのは，第1次5カ年計岡期における国家

レベノレでの移住・開墾計画である。この全体計画を実施

に移すには，省レベノレでも具体的な目標をたて，その実施

のプログラムをつくらなければならない。各省でこの任

にあたるのは，開墾委員会（Ban）・庁（Ty）・部（Phong)

である。 f干＇(i＇はそれぞれの必要と任務に応じてこれら組

織のう t》L、ずれか一つを設置しその責任者に行政委員

会のメンパーの 1入をあてる｛注l）。

平尾念ながん，省レベルの移住者送出・受入れi汁rnrrの内

本やそれが策定されるまでのプロセスについてはほとん

ど分っていない。以下とりあえず，限られた資料から明

らかにしうる点についてふれておく。

ますa移住者の目標数であるが，これは紅河デルタの若

千の省については知られている。それを挙げると，タイ

ピン省15万人（注2），その隣りのフシエン省は労働力だけ

で6万人等である（注3）。すなわちこれんの省では， 1960

年3月現在の人口の10～12%ぐらk、の送！日が二f定されて

L、たことになるn しかしこれらの省i丸紅汚デルタでも

仁っとも人IJ概密な地減に位置するから，このパーセン

テージは移住予定者数の人口に対する比率の上限を示す

ものと考えられる。人口密度のより低い紅河デルタの省

にあっては，移住予定者の比率はもう少し低い水準に設

定されていたとみてよいであろう。

さで，こうして設定された省の移住者の目標数は，さ

じに県.ltをへて末端の合作社にまで下される。そして

川乍社が送出すべき人数が決定されるのその場介の基準

'i I , Illり， Ibid. によるづ のつは人口 l人当りの耕地面積の広さである。つまり

Cl 7〕 Vi~n kinh 袋、（'dch 111ang ru仰g aat d’ r i人当りの耕地面積が少なすぎる合作社が‘中高部・

¥ 'ieft・ .¥'am, Ha・n(li,Khoa l l9c Xa I J9i, 1968, tr. 山岳部あるいは海岸地方に移住者を送出する」 1/H）ので

239. ある。実際に移住者を出した合作社のデータもこの点を

（注目） 「《平野部i/）同胞が山岳部の経済発岐に参 裏付けている（注5）。

加する運動》により〔山岳部〕の高級合作社の比率は 一方，移住者を受入れる山岳部・中高部は国家の移住

14%から27%まで尚まった。J(Nguy~n Du’o・ng Tam, 計画にどう対処するのか。もちろん，これら地域の省に

吋 tit., tr. 29.) j品、ても、ぃi同期全体の，さらに各年度のそ入れ11標数

( I.リ） Nluin Dan, Jan ¥I、iりれら を・JW1ifに定める。また各合作社では，編入によ J Pて規筏

i no) T6ng C¥JC khai hoang，ο／＞. cit., tr. 10-11. 士!J1；大するか百か，移住者を受入れるとすれば何人ぐら

(dll) ニャンザ γ紙（次川三 パて｝えている。 いにするかを決定しなければならない。

lイ カ！守fにf主み， ，＂fl_制， ,,. J; , :> if式i土， 111岳部 LかLこの場合には，平野部が送ill人r，の目標を決め

へ行く人にと J ても，平野rn；に織る人にと ＇） てもキII/~九 る際に用いた人口密度，土地・人口比率といった指標を

にならな＇・、。」 （NanDan, Mar. 25, 1964.) 機械的に判断の基準にはできない。受入れ人数の多少は，
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!Hl甘r，ザ能j也グ）If；ミ・｛.＇iiロ・状態、などによ，，乙必然的にiM

がjτ れどjiJ' ,-＇である c そしどこれ人の条件は地らによすy

て許し＼、；とがあるc そのため町 上級機関が；1;1Jjてるけ棟、

とそれとれの地方なし、し台作むが白 I＇，ぷ定す一る IJ標の間

に；土 t:tしはく 1，、；位、のh生ずることになるハ i例を挙；T

ζ）と，］リ刊4｛↓，1lそ入才1.LI +:'.;':f，として，政府はご長 Lゾシ行

に l/j4SOII人． ソンうす［に50(111人全｝,:i]''iてとれ 1ごころが

f 〆、／〉すi'i土'2Ti人山’：'1:}dlを iJ－：：＇，と L, ゾJ ニタ i''iでも

日II（）ノヘ山支：人jLを，;I阿 Lた＇i'6＇。もんわんこれとは jif;_に

省、v')・':Z:入1I t¥'iがll｛／（、f1n l,;J ;'i C ！，： 下士i）った～← 7,i, 少な

くなh・ ＇；！ことブ非「〉れど！0 

地方の！手（［・乏人れ，n両でもう つ y主要なtUJ題は， tt
il先ないし受入れ相Fしり決定である C 111i待lで防iらかにL

た長円Hネ／1の防動方［11）を［%1ノj；すらと＇ ；＼、のン〉になる。

,1H，可γc'Iレケ九千1川Ir岳部・中高部各行

2;111市4）生区各省、．キ［：｛μf平 yレケ周辺部各れの平野部

勺，，］じ白、内（＇） 1 I 1 /fr占，｛＼・ 91if五千百；

このうち号は’('r内部での・，；働力・人 11のjlj配授で去JI)'

f'?IU也・：'2：人れ十llf(,/HIのi'E:,i::・1減墜などはむのi体的

た'l'IJ断で行なえむ「主／：j[i]f1離の将iiーであ心力、人、十日F

/.llい）↑古WLノ人 I）勺ヲ十： 11'lJt公；turmr’（］；こ＇｛f¥,Jであるわ

ところが！はむ問，JJ向性ーであ心か：，， f;;.flri＇の送 l「ぷI)

山内、；上 Vdi；＼：の＇fl'よと、受人れ{l!IJのi『i土送／Iiむを，（ojC, 

/) ,(i))jィ去に上 て1ltめなけ，／titならない0 i.W¥ ・受入れ

れJljfJ ＇.~［年にとのよりなすJd，にに I），主たど ，｝） '~- .－，なブロ

寸！之をれてlr片付J'.Jiこ，！t定、5れるのか‘ 二の，，：人1，資料がな

くIIけらかにできない。

’こf二守 こUJ巾ーでは， 中 1）との川i山l'c"i /"Jは一真空白＇,Jな方1,,J合

H／＇，主するたけで『それ iソU..Tfくコミノトしなか ＇！ たので

はなレ北ヘ／ことえば Ati~x 街とレ J んとお11/J＇＼＇指定はせ

十‘むI しんf十世i'n i'i rH fLιドリiり1・（k；定にまかせたのではな

レ／） 'c 草山土二〕推測しごし、る今その根拠tt、 二γシザ

:W：など Jトら実際グ，rt/Jずの f,:Jをい1ocな！渋＜）多く収集し

と司 官〈王11：－：λた付ヰL 'l':grr,J;i＼しりすl、ト「JlりfHl-/'iの人hi!

光がrlr,Lir部・，1，，山j/Si: C' I多欲の{i'；こ分散してJ；り，特定の

!J,,,J~ ',W\ しえな、 こと， l,iJ !1に、 l11 Frtli，・，r，；山3古i，の芥

「'i'L壬JL :, ; l 'I叩Ur古川多数び）（＇｛／；， c',fちiJ:0 I，呪け人jI. ~· 

' fノヒ L .・, '/', ＇），、心！Gi/ I 1, ~- A しノムことにh，ノンiI 7 ：。

2. 移住者の募集・決定

Hfl. ＇~業 1 ） 実／i{ij ぴ ＞ JUH1'.1 な \fl；サレは‘ 平野郊の~；－｛下l':L

tこおけるf名刊行、1〕；）＇（持＞ iJと定元ミド，l1f，：主るとし、 J, C上」、で

あλう。そしと二じり／1業が！としくそして順誠に行なわれ

るかlitJ，；上｛を々 主て大すく f;l;マPを及l主す勺

品。

干名門7号の募集からその長終決定にいたるまでのプuセ

てについてふれた資料はほとんどない。また「移住者選

技方法を明確に規定したJ(it8）といわれるが，その際の

基準とい v yたものについてもわからなL、。わずかに以下

に挙げる若干のうi用文が参考：になるだけである。

「移iiご千fの選抜は‘生産の要，；青に台致し自！政自’必ffi

争j，に依拠Lなければならなし、。あまり散j慢な運動を千一！な

ったり，あるし、は移住を強制するよ与なことがあれば，

新Lい基地でのE作は｜有難左なろ弓 0fie 9 1 r入選にあた

っごは、自師長精神を尊重ーするほか、生産を保障できるよ

うな健康な人間を選ぶよろ注；志する。また表干の職人も

選ばなければならない0Jll!O）「すべての幹部・国民一一ー

とくに青年 l士、このこど〔移住のこと 筆台）の

重要性を認識し党のよびかけに応え，干点｜有凡的にIii岳部

の社会｝：義建設に参加する用立がなければな人な＇，・.， I 

(;!i J ' 

二tiJ，からー応推測できることは， F辛口：音の資格｛土健

康三生産活動に従事むきる強健な身体の持主であるこ

と町士たftil者の選肢は強制でなく，各人の自由意思に

もと J jくこと，農業従事？？のほか職人などを適宜作れずi

に台める必要があることなどである。以下とりあえす，

こ，JLf》の点を整均し， i敬fiJLておく。

1I1 f長官官・中高部の関経予定地は，平野部よりはるかに

止法Lい自然条例会Tにあるつそこではマラリヤなどの在、誌を

病も恨絶 'I:jしてL、ないヮしかも開拓地では，とくに初期

に革労働合要求される。 Eころが食険事情や医療事情は

半野部上り悪い。こうしたJ悪条件の重なるところへ行く

符住汗は，向上りも烹ず健康な身体をも t,，生産活動に

従事できる背でなければならないの

このむ味で青年が第 i の候補者にされるのは－，~，円、であ

るのとくに開銀合作社設立のための先発隊員は通常単身

む干名付することが要求される。したが，》て， Jgl身ぞある

青年が最適である。

また移H脅は窓識の上でも健全でなければならな＼， 'n 

少なくとも現地に定什する芯思があることが最低の条付：

であ人う何

1. Aぺ骨＇；！々 人の資 1H》大’おであノ与が. ttii l土iJミiサ叶I

なわれるのぞあるかん，それ以トJこメ Jパーの構成が，r,;

'~ eある。

先にのべた青年金メンバーに多数含めるとヤったこと

もその A つであるが，そのほか，勺時上くいわれたのは

農作業しかできなし、青ばかり集めてもだめで，いろし、ろ

なI殺人な1ぜ、しその技能をそなえたぢも適当に含めよとレ
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うことであハた。職人とし、うのは，たとえば大T..鍛治

医・散受Er'：・被告主師などである。とくに問祭f-；－作-n方式

のft(tのj場fe,には，二うした人々を加えるのは要件であ

る。と 1，、うのは，開室長f「H社；土一般に僻i也に！紙交される

ので噌日常生日で起二る様々な必要を社内で解決しなけ

れaならないカaムであるわ

＇／バー構 1,iz：こJ川、ては守労働党か「バ〉強U、指示があ

るr すなわ九千年u者ーの司lに一定数の党員を含め上， どし、

う指示である勺山-ffri出・中市部八F事件する党員の任務は

い行主きもなく現地で’！）’f副！の模範を示しち i心11/j'に他の終

fl計に対寸るすルケ・教宍活動を行なうこと Pあるつ［

カーしそれだけではないわ、'Jn寺1!1岳部・中市部では，一部

企除き党の-J[;、童生は＼Jヨ{4，であ，，た。そこで党q，央は，集団

fす，仕の機会を干，J可！して、多数の党員をこれ，，の地域に送

｝）込み、 1ji;挫の強化・壮大をはか Jううと Lたのである

/ '¥12 I 

1)'.iこftfcjl雪山本7集方法、についてわ先の引用によれば，

二れは「fl附1'1覚精神」の発拐を1五本とするという。「向

l,'il'1精 神I；.こ依見するとい弓こどは‘文字通りには．本人

のi'I由J:?}3!、；二上る自発的な申請を保持jとするといろこと

でh，；ちうハそごでは強↑HIJやそれにま反するt;訟の使用は存

7と3れているのである p

ピニムカJ見実には町「r'I阪 だけをまザ〉てし、どのでは，

f・7仁三 ftてl、乙人数だけの移行希摂＇－／＇［・が集主る可能 n今は
まずなL、F 主た！＇IfR志願で、は，先に挙げたような条件を

そなえた人r::Jが応拝するとは恨んなし、 L、必要なメンパ

ー構成がえ：,ti,ると十う保証も全くなし、のであるう

そこで教冗工作が卓；要となってくるわけであるが，そ

の際に指名，｝;i¥'1jてといず！たっち法で移住候補者・ i廿帯が

’長信的に u主人オ1 治通れれに対しれ；；：；；・説得が行なわれ

ることは主れでないのそ Lてtruをや説得l立7予防に強制に

転化しうるのとあるつ I・.級かん；＼iJ'''iて，・，.t1,たtt{t人数が

達成すへきノルマの上ろな立味あいをもっと予，あるし、

は村・合{1'!'1で干名fl一汗易；集に携わる？？ペ、そのffff者ーが，

その上うに受取る場行にはとくにその可能十1法大きいの

当時(l］平野部の奥村は域外への移（t者勢；f長という点力‘

（， 行くと必fLt t ＞.、状況にはなかす pよこといえよう。 E

＼、』， ,n:t. LJ也改小 （I '15:l～；，7年）ち r,i業協同化（］958

～ (j （） 行＇）壬 i司じ民けの＇Lir~ が許可：ではあるがJ呉氏たんの

11 (!) 1'1i) ：：確／J ＇に己士芹（されつつふ .• t_こかじであるr かれん

ば普通に働いて lさえいれば，凶作(T)lf二でt、liH氏限の＂t
f舌を（呆障さhζl上うにな－，たn 正地改革nrrには臼分の家

主三ιてなか）たIll貧筏・農業労働者t‘i’！分の家にflめ

るようになった。このこ Eはとくに重要である。 方，

農民層の平準化が進み．個々の合作社社員世帯の間に顕

著な経済的格差は存在しなくなった。

かかる状況のもとでは，よほど有利な条件でも提示さ

れたu、限り（そのようなものはなかった）、敢て住みな

れた村を離れ，条件のよりきびしい山岳部・中高部へ移

行し上ろと志す者は現れない。；欠の事作1Jはこのような農

付の状況をリアルiこ伝えてし、る。

「ナムゾン村（十ムデfン省）の人々はcir'.＇は貧しく、

多くの人骨が村を拾てて生活の騒をえるために出かせぎ

に行ったっそれ守党委H会が山岳部作｛:l：運動につし、て話

すのをきνたとき、多くの者は昔を店、し、出してu、ったの

Fわれわれは今また山地へ行かなければならないのかι
「わたしはいままでやJlwJも問弁へ行った。し‘まは満足し

てし、るので，どこへも行きたくなヤe』

幹部や党t'J.の多くも動揺した。タベの集会では意見を

し、うものが少なかったn

話しをしたときにはわかって、進んで行きたがったが，

家に帰ると，自分の休息するところができたばかりなの

で主たためら d pた。 「新しいところへ行ったら，ャつに

なったらこんな惑し、の湯ができるかわからない。』

党委員会の庭面した最大の困難は，人々が村の新

しい生活が向上し始めたため，社会主義革命の長期的任

務を深く認識で主なかったことである。j悦 13)

3. 資金調達・土地の確保

移住者が現地に定着L，生産を軌道に乗せるまでは多

くの実際的な問題の解決をせまられる。その中でもとく

に重要なのは資金調達，土地の確保である。

〈資金調達＞

干名作一？？およびそのグループが現地での当而の生活，開

懇等に要す資金や物資を調達する際の原良I］は， “合作干十

の力士止に主として依拠L，同時に国家の積極的な援助を

受ける’吋i14＼とし、うか針に端的に現われている。このi揚

frの合作社には‘送出OUJの台作干上だけでなく， i受入れ011]

の台作社も｛1主れる。

入用資金の大半を負析するのは送出似ljの合作社であ

るつこの伐担金は以干のような項I！で構成されている0

CD将flitが（＇，作社に残しその校理に委ねる土地に対す

る補償（その傾は ［；－作社内J'f!Iの討議に上り決められる）、

(2＇移住者がかつて台作社にち II入する際に納めた分担金の

返却， (3)台作社の蓄積基金・干！会基金：の」部のとりくず

L, <,i、その他未収穫作物に対する補償など｛性15）。

これらの項目のうちゅの占める比重がもっとも大き
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十。 19(i:J～65'1二の当力与を骨，Jにとると， この間に平型fl'lil

,n将ir肖送tUf；、（竹士が， ！二戸の諸名Hで隊it有に支払－：，

fこぞ符）itf「＂！＜－U51t子jドレであるが，土J也に対する補償

はそのうち 2010IiドJ，すなわ九全体の 61)＇；；，に i主しょこ

I ,1 lfj •0 

一方，凶’支が行なう資金的援iめには有償、無償の 2；邑

リがある。

_] 同立銀行を＠＿じての融資

融資はその使i金にとくに条件を付けに毎月の食費；こ

十U"jナる額を A'｛＼社に貸付けるというきわめに大5っii

仕方式で行なわれた。少なくとも19砧年末i長までは，こ

の方式が用，，、られていたとみられるつしかしこの方式に

は欠陥があゐことが指椛主れ守改三きが量（｝汽－＿：；れてL、るの

で， iをに改め「aれたけJ能性もある氾17」

融資ををけた間程「Hi社は，｜射笠・農業生産・生活物

資の購入等にそれを支出するが， tちろん、肉墾に役人

？とJi;tJ ｛；＇カザミざいうわなみに， 1%'.-l年にレたるまでの：：

年間の使途りljの構h--Jtt七は次の通りつ関学・技法825＇；らラ

ii'ii'f:47S＇~、刷業2.7°民生活物資の隣人・将il：千干の ft依

しつ清算10.l "o"•l lH'c 

己 無償f主的

無償の援J!JJ:;J:貸付けに比へるこはるかに少な＇ v・ o 、＇＼J主

日年聞の実j去は，貸付総額471l0)jドンにけし司無償援助

与n；土l()(J(J万に／てあ？た仔IIり：。

そのほか，作／t-f,1J；受ける：有形無形の授助をうjそりると，

まず受入れ似！の地与のf,fttlが提供する物資疑ll)Jが あ

る。たとえば、食1借・種子・労働瓜Jt・家畜などの現物貸

与であるc 二オli土'I｛パソケ巨！治区で普及し＇ IJX果をあ

if：こと L、われるiic日，，宅／竺労働奉仕も広く iiなわれたn

送山但I］の台｛字社か防住先に家財道gを運践す一るとか，主t

稽整備に水平lj隊・青年隊を派遣する，乏人れ仮ljの.l!!lJ:,・

台作社が住吉建；i支を手伝う等でふる。

くl二Iむの確i長〉

「事it・｜羽民子；1：±也［え所有権か「〉みt:¥.,¥ft，同m也と

ゴト凶布地 (fL{T!血，公1¥J由とくに （；－W社ji)j-有地）に分か

れる吋 1%0年寄ィ去にkれif，森林（lll'.) .荒蕪地は｜時打

である＜u; 12条）.しr＝が f ，て理論的には同有地が事力、

，たはず CJハ心。 しんゐし山f&;';-j¥• Li11 ＼~1)',i：；ぷ土 r干 r有権のII{:

｜法な七地たあり，実態i士イミr早J-cあるの

同有地の場什には， f年11：者なャしそのケループは，こ

れを無償で人fできる。登記後守、日空地0J 1JiイT権は移（｜

朽の11ミ同的所ff十年八降転するc

しかし凶布地であザJても， 占有者ムカ1、〆、る土地があ ）＂＇0 
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また現在継続耕作が行なわれてし、る形跡がなく， i'；イf主

れていたくても，将来農民がもどってくるイ能性のある

土地もある。すなわち少数民族が焼畑農業を行なっぐし、

る土地である。こうした土地に入植する場合には， トラ

ブルが発生することもある。それをド可避するには，焼対II

i民業を！｛ど止し少数民肢の定住k主将i企促進することが必

要であるのか。：仁換浸蝕防IL 森村、保全の点からいずにど

も焼畑農業の廃止は望まれる。

一方， F事f＋・開墾予定地が，その地方の出体 Ctに （；－

i1キu ない L 例人の所有に帰する場｛c-,~ には，千年it会1号ない

しそのゲ！上 ←＇0/t, これをfH賞または央！刊誌で取得する。

その条f牛は f関係双方の1th議により決定される。 i二び〉

協議の形態，そこで！えをする土地移J衰の条件につし、て

は，具体的事例が全くないのでIii]らかにできないの

ただ当II与 rlJ吾郎・，r,;0；部のfHその間には‘平野部か

ら￥＇£壮行をそ入れると土地金分けなければならなャの

で、かれらを歓迎しない雰間気があ.，たことはニ γ ンザ

ンネltなどでもf式えらJしているところ守ある1/l.221。と jit 

t主上i也砂山棄の交捗が難行することはあ， pたろ口 L, .tた

ーは：条件が｛fr{;--p ても司実際の引液しの際iこトラブ re• が

発生すること也少なくなか d ' fことか像されるの事実、［土

地や林政物をめくと〉争いなどが，ときに車大な私＇［支に発

iJ(i－ることがあったJ'./1.~3 ！と L 、う。

く移白：者・そのfr作十uこ対する優遇措置＞

政！ff(士、開墾地での生産面i・生活出での困難を考応しラ

符｛主者およびその合作社に対L，いくつかの優遇措院を

港じたの以干にそれを一括して掲げるr;:24,c 

CJ) 食焔作物栽陪地におし、亡は， Wl初の九～ 5t十一IHJ.

8-f乍引に対 L，食糧の同家売｛慢し義務を免除。

、2) 余剰'.Gt＇＃誌の奨励価格による＇ i-'iUY。

（き） 子信産物，工業原料につし、ごも， li:C初の 1～5年！品！

喫／Jj)J価格で'flトゐげ。

(4) ！制緩｝也に＿%.JL，税行の免t1rnゆ交をi車問（ただしそ

の地方の／jiモヵ‘ら議i）在を受けjニーu也にみIしては，規定通

り課税し

IS: 11¥iJ業につL、ても， ti{f:JJO):l fド！日i免悦。

•Ii 1主役今ll10にi圭した if{j＇今に比jしては， U干ljUJ:l ＇＼ム：11:i

その義務を免除。

7 義務労役（《Li口 C加に｝をiJ・｛初の l'i・ll1l免除。

(!I: l ) Tong Cl)ぐ khaihoang, op. cit., tr. 5-1 

C ii 2） 人＇himDan, Apr. U, 1%4 

(;L:¥) Le Quy Q町 nh, Farmers of I lung Yen 

clear land in Tay-Bae forest and mountains、Nghit・n



Ⅳ　実績と問題点
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Cll'U kinh t色， 2(Apr. 1961）、 inJPRS 10174, p. 99. 

（法4）人＇hanDan, Apr. 4, 1964. 

（注5) 228戸〔1038人〉のうち27戸（109人〕が移

住したタイピン省タンフォン（Tdn-Phong）合作社の 1

人当り同地rr1jl¥'i U: 1. 5サォー（540＇］方メー I・ ,c )c （λ＇ha耳

Dan, Jan. 2:3, 1964.）。 42,it；移住したナム，・イン省ト

ンニャット（Thong-Nhat）合作社の l人当りの耕地面

積は 1サオ 6チュオック（576平方メートノレ〉。 （Nhan

Dan, Mar. 23, 1964.）。ちなみにタイピン省の 1人当り

平均耕地1fcifc';:,1960年に2.6サー（936平芳ぇー iル〉。

（注6） λ＇h,i舟 Dan九far.2‘1964; Mar. 25, 1964. 

(/1: 7) たとえば，タイピン省からの移住者の入植

)t:;はタイグι ン，ハイニン， 7ンソン，ハッカン，ラ

イチャ，：.，， ., J ラ，ギアロ：f，またブンエノれれらの

移住者，，，人t11 ／~はブート， タイグエン， p、 ノ J，イ

1 ンパ r' チャウ， l アロ与の多く <7，はにわたっ

ている。 ヅj山岳部のランソン省をみると，ここでは

t記のタイピ γ，ブンエン省のほか，ハドン，ハイゾ

ン，ハ 1’～ J等からのf;H:,t：：，.引受けているの

（注 8) Ttmg C¥JC khai hoang, op. cit., tr. 6. 

〔注 9) Ibid., tr. 19. 

（注10) Nhan Dan, Apr. 13, 1964. 

（注11) Nhan Dan, Dec. 5, 1960. 

（注12) •' えば，タ「＞ ＇・、 7 省，ニュ スアン鋲

のイエノ l(Yen-The.>）村〆：i守「1960年にうとれに党員が

1名，現在は21名であるが，そのほか50人の党員を平

野部から受入れ，村委員会の紛議の Fに多くの支部を

組織 L; ... I .Xhan Da到、 t¥far.7, 1964) 

（注1日） Xh,in Dan, Feb. 9、1964.

（注14〕 λ＂hanDan, Aug, 14, 1966. 

（注15) Tl'ing c早ckhai hoang, oρ cit., tr. 48-49. 

（注16) Nhan Dan, Aug. 14, 1966. 

（注17)λアlui舟 Dan,Jan.叫、 1965.

（注18) 人＇！u!nDan, Ibid. 

（注19) Nha月 Dan,Aug. 14, 1966. 

（注20〕 Offensive against pover.り and back-

war.dnl'州、 Ilanoi, Foreign Language Pub. llouse, 

1963, p. lti(I 

（注21) I ]()66年まで ：) Eょif閣に 1万1000)'b；定耕

定住 L,5640戸が耕作区に移転した。」 (Nhan Dan, 

Aug. 11, 1966.) 

（註22) N!uin Dan, Apr. 4, 1964. 

(tl:23) Tong C¥JC khai hoang, op. cit., tr. 12. 

C /t24) Ibid., tr. 4ι48. 

IV 実績と問題点

1 移住実績

まず移住者数からみること』こする。第3表は1961～65

年の 5カ年街の移住者ー数とその累計を示す。＊印の付し

た数値は筆者が算出したもの。

これによると，平野部住民の山岳部・中高部への移住

l土， J函第1年度の1961年が 1万8000人，第 2年度の

1962年ボ7万却00人で，第2年度から急増している。こ

のミとがら，移仕運動が本格化するのは1962年頃からで

あると推測できる。その後の 3年聞は毎年15～20万人と

高水準で安定した数が記録されている。

ーイノーヲ国営農場，国’｝若林業場，建設・輸送部門など国

営セケターで働くために山岳部・中高部へ移住した者と

その家族数は， 1964年9月末までで 10万8000人であづ

た。そして1965年末には42万人に遣した。

結局， 5カ年間の農業移住者〈国営農場への移住は除

く〉は63万人，国科セクターへの移住者カ，；42万人，子子百十

105万人の移住が記録された。これは目｜尚目標の131%に

当たるf注1）。以上は政府の公式発表であるが，移住者数

についてはもう一つ別のデータがあるo それによると，

農業移住者63万人，国営セクターの移住者却万人，わ？計

8:l]J人となっている巾2）。 この湯冷，目標達成率は 104

%。 iを；こ発表されたデータとの整at守か，，いってこの数

字の方が信頼度は高い（注3）。それはともかく，われわれ

の主たる関心である農業移住者については，いずれのデ

ーケでも63万人とな－－，ており，問題なヤ。

さて．この農業移住者63万人を，先に述べた二つの移

第3表移住者数の推移

（単位：人〉

！｜ 三！？！叫i守十（喪主 I 1ι 三cl.I 移住者 iF多白二去直計（累計）移住占 ｜ 円”、
（累計）｜（累口！〉 ｜ 

1961 I 1s,ooo山｜ ｜ ｜
1962 I n,ooocl)i 90,000°)1 I 
1963 1170, oooc幻i I I 

1964.1～91147,236キ 1,407，舶が 1108,000引 515,80ぴ3)

l咋9i~；：222,20が（印刷門m，附4):1 品川（｝ぐり
(IJ',Ji0 (1) Tong eve khai hoang, fJ/iy nUJnh 
phong tr.ao nhan dan khai hoang, Ha-n¢i, S¥I' 
Th争t,1963，廿.6. (2) Nhan Dan, Jan. 24, 1964. 
(3) Nhan Dan, Jan. 9, 1965. (4) Nhan Dan, 
Aug. 11, 1966. 

(it) ＊は筆おかりIllしたもの。
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什方式＇1JIJに分けてみると，編入方式じよる移住者25万人

［受入れ合作社2日8社）， ll¥1塑fdi二？！；ちf式による移住者38

万人（合作社数1488社）となる（1)4らすなわち凋墾合作

十 I~－方式による移住者の方が5カ年間のf;-,i十としては13万

人多くなっている。ところが，移住運動の初期には，当

局が編入方式を葉視したこともあって，それによる移住

者の方がはるかに多かったのである。紅河デルタの省の

中には，編入方式による移住者が全体の 3分の2を占め

ると竺ろもあった（注5）。

以 kのことから，運動が進展するに＇）れて編入方式か

( I閉経合作社方式へ力点が修行してい J I J之といえそうで

あるの事実，開墾合作社数の推千ちをみると， 1962年末の

2:35社が（往6)1965年末には148叫u二階JJIIしており，後半

の3年間に1250社以上が新設されている。

次に視点をかえて，移住者の送出状況を地域別にみる

と，以下のようになる。

まず紅河デソレタであるが，ここは完全な農業地帯に属

する 7省とハノイ，ハイフォン（キニιンアン省を含む）

の2特別市からなる。このうち 7?i'か「パ＇）最終的な移住

r'fはf了計32万人であることがIll]（；カ込にJれてヤる。しか

し特別市からの移住者につL、てはテーヤボえられない。

ハノイ、ハイフォンからの移住おに t土勾外地区の農民，

市街地区の小商人・手工業－x－などが多か＇， Iた｛注7¥0かれ

らは合計しでもせいぜヤ数万人であったろう。とすれば‘

紅河デルタ→山岳部・中高部とu、う前節でふれた①型の

移住者はせいぜい40万人程度ということになる。残りは

③型の移住，つまり同一省内での人口・労働力の調整で

hiるコ

このように移住の中で、省内の， jl_i:l[i雌の移住がかな

りのt1J合を占めていたという事実は指摘しておく必要が

あるつこれを行なったのは噌主［｛i可ヂルタJ;',J辺の諸省とm
第4連区の各省であるが，とくにその中で実績をあげた

のは，タインホア，ゲアン，ブートの各省である。前の

2省の場合，人口の密集地の近くに開墾可能地があった

こと，その開懇可能地がべトパックなどに比べ相対的に

傾斜がゆるく，しかもある程度まとまった広さで存在し

たこと、これらの恵まれた条件が移tiーを促進する要因と

frHiに移住がどのくらL、の人数をけijむとしてなされた

か、その規模についてふれておく c

主ず編入。すでに述べたように， 1li岳部・中高部の合作

社に組入れられた移住者は合計25万人，かれらを受入れ

た合作社は2558社である。これから 1社当たりの受入れ
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人数の平均を求めると98人となるσまた戸数でいうと，編

入の結果‘i？千合｛字社は平均13～15戸をJflJJ11させた。J(注8)

Lかしこれはあくまで平均であ｝て，実際の受入れ人

数・戸数はまちまちである。たとえば，ブート官ドアン

プン県のドンティエン（f>ong-Ti~n）合作社は400人（89

戸〕をハナム省から受入れている（注射。その反対に 1戸だ

けを受入れるというようなケースもあゥたようである。

一方，開墾合作社の規模は， 5カ年間の合作社の新設

が1488祉で，移住者が 38万人であるから， 1社平均255

人となる。 i社：当たりの平均戸数は52戸η これは当時の

山岳部の｛；－行ご社の平均規模30戸にi七べ，かなり大きい。

2. 移住の効果

f長問符れによる労働力・人口の十ff配置の支Ml〔：土，送出・

受入れ側双方についてみる必要がある。

まず105:JJ人（ないし 83万人〕の住民を送出した平野

部，とくにその農村地帯ではどのような変化が生じた

か。平野部の中でもっと人口調密な紅河デルタについて

この点をみたい。

すでに述べたとおり，《平野古都のi可胞が山岳部の経済

住民に参加する還動》の結果， 5年間にU1H；部・中高部

へrt/!Ltこ農民は63万人であるc このろち， 「事i：河デル

ケに完全に；守まれる 7省からの移住？？は '.l2"jj人を占め

たJ<illO＞とし、う。この 7省とは，タイビ人ブンエン，

ニンビン，ナムディン，ハナム，ハドン，ハイゾンであ

る。特別市は含まない。

ところで1960年センサスによれば，これら 7省の人口

は合計で551万人である。したがづて， 移住人口の 1960

if呪fr：の総人口に対する比率は5.8＇；もとなる。

7缶、の中でもっとも多く送出したのは，タイピンであ

る。同布、は 5年間fこ人口の10%以 kを送illLた。そして

「人口市加率は3.6%から 0.5%に主で下ったoJ（注11）タ

イヒ／にあふ、て，移住者が多かy たのはナムテ、イン，フ

ンエン省などである（注12）。

こうして， 「紅河デルタ 7省では，人口 l人当たり 2

サオ 8チュオツク（約1000平方メートル）の耕地を保障

できた。」（注13)

際i:tが始まる前の紅河デ、／レタの人1I 1人九たりの耕地

1/riftlがどのくらU、であったか正被な数千’がないっしたが

ペラ干名ii}iiiと後を比較するわけにし、かなv、のであるが，

Hじの引用にある「保樟できた とし、う表現が現状を維

持できたこ土を意味するのでなャことは明らかである。

とu、うのは，もっとも移住に実績をあげたタイビン省の

場合でさえ，人口増加率をゼロに抑えることはできず，
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0.5わりの増加は記録されたのであるから、 他の省の人口

J<,)'./JJI卜事（まもっと高かったはずであるっ他1丸紅河デルタ

内行士‘耕地の外延的拡大はほとんど不υ［能であったか

人＂ 1人当たりの耕地雨情Jネカ，；）＇る大がかりな移

住があっても，なおその減少を阻止できなかったことは

確実である。

しかし集団移住が全体として人口湖加率を，それがな

か什たと仮定した場合よりも，相当低く抑える効果をも

ち、 主片人口 1人当たりの耕地i出僚の；Eゃいを最小般に拘i

えど〉効果をもったということはL、え上り n

tc :;'j＇移住者の送出は，人 11i人当たりの耕地面積の

挟I,,j也ちゃ合作社を中心に行なうのであるがら，同じ省

l竹内地）jや合作社聞でも送出人iI Cl比率は｜司ーでなかっ

た。そして平均以上の高い率で送出した地方や合作社の

中には，かなり長期間人口の絶対的な減少に成功し， 1 

人当たりの耕地面積を増大させたケースも少なからずあ

円たとみられる。

次に余剰な労働力の解消の効果について。移住者を送

/11した活果，平野部の農村亡 l人となりの労働日がどの程

度前大したか，こういった二とに問してはマクロ調査も

ミケロ淵査もない。ただ公式の発火に.til ぽ，農業移住

吉6:l)j人の40%が労働力人1-1であ J Yたと L、うから，約25

U人の労働人口が平野部の農村から送／l-Jとれたことにな

る。一方，第I節に引用したニャンザン紙に発←友された

推計に依拠すれば， 1960年当時の平野部の余剰な労働力

は220万人である。したがって，域外に送出された労働力

はその10%前後となる。この比率は移住人口の平野部総

人11( 1960年）に対する比率（移［！？？を 10571人とすると

k. mり司 k3万人とすると 7%）より若ト／Jj：、 iこすぎない。

つ主りこの面でもあまり劇的な効果はなか 1 たというこ

とになる。

会 ｝j町受入れ側の山岳部・q，高郎でt士どうか。 105万人

（ないし83万人〕の移住者を受入れた結果，これらの地

域全体としてそれだけ人口密度が高まったことはいうま

でもない。移住者の40%が労働力人口であるとすると，

40万人〔ないし33万人）以上の労働力の社会増加が記録

されたことになる。山岳部・中高音i，引土，これらの移入

労働力によって経済開発，とくに後述するような処女地

Ii市日がjffiめられfこ。

しかし受入れ人数は，残されたIJfl堅可能地の広さやそ

の開発の難易度に左右されるから，？？によ J て相当顕著

な差があったとみられる。省別の受入れ人数については

完全な数字が発表されていない。以下デーダの入手でき

る千7・！！？主の実績を挙げる。

パケ々 ft当＇ Cタイクーエン省とパソカン也、の合併により

誕生） 8万4000入の受入れ。とくに子fンホア県町主，

全｛，／H:l；の95%以上が移住者を受入れ，手多住者の県総人

口に対する比率は48.6%に達した（注14）。ラオカイ省は農

業移住者2万1000人の受入れ。これは同省の人口の14%

にあたる（注15）。ハパック省（パクジャン省とパクニン省

の合併により誕生〕 2万4400人の受入れ。その結巣， 1 

平方キロメートル当たりの人口密度が5人増加（注16）。

長:clをに定若の問題について述べておく。公式発表の移

住吉数が定義者数を示すのか，あるいはlfなる主長銀、者数

乙そのq1に非定着者も含むのか、明らかでなャ。もし

後者だとすると，われわれは移住のもたらした効果をそ

れだけ割引いて考えなければならない。ニヤンザン紙な

ど限られた情報源だけから推測しても， 定着星和が 100%

ということはとうていありえないからである。

まず開拓地の生産条件についてみると，開墾合作社の

場合移住者1人当たり確保された土地面積は3サオ6チ

ュ才、ソケ（約 1300平方メートル）である (/117)。 これは

1961年の全国平均3サオ3チュオソクをわずかに上まわ

るにすぎなし、。一方山岳部・中高部の｜崩事長地は月四五度や

水平lj条件などの点で平野部の土地よりはるかに劣る。し

かも肥料・種｛－等の調達も十分に行かない。そのため短

期間に全国平均レベルの収量をあげることはとうてい無

理であった。こうした条件のため，開墾合作社の中で食

糧自給を達成できたのは， 1965年現在で60%にとどまっ

たのである（注18）。最後まで自立できなかった合作社も少

なくなか〉たとみられるが，そう Lた合作社の社員が平

野部にじヲーンした可能性は否定できなし、。

またラ移住者の中には，もともと現地に定着する意思

がなく、単なる出かせぎ｛注19）や資源・産物の略奪が目的

でIt-¥治叶たものもいた。さらに，このような邪悪な意図

がなく，最初は定着するつもりで移住したが，現地の厳

しい条件にたえきれず，挫折し，山を下った者もいた。

しかしこれらについては，大ざっぱな推計も不可能であ

る。

3. 爵墾実績

5カ年間の開墾包標は，農民によるものお万ヘクター

ルー i設営農場によるもの却万ヘクケール、 ｛＇，＇；Hss万へク

Vールであるの

このうち国？：？農場の行なう開墾は， 1961～62年の2年

間で約5万4000ヘクタールに達した（注20）。 1963年以降の

実績についてはデータがない（住21)。しかし国営農場の作

8ラ
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付面積の推れなどからみて司生産に結び付く上うな開墾

面積の大脳な増大があったとは考えられない。

一方，われわれの主たる関心である農業移住者による

開墾は，当該5カ年間に合計35万ヘクタールに達し，目

標をち tうど !1)0%達成したとャう（注22）。この公式発表

によれIf, ;Jci万へクタ－！しの兇恕によ tJ' 従来の農地

面積の6分の lに相当する箇積が新たに加わった。」

ただしこのお万ヘクタールの中には，植林地，多年生

工業原料作物用地，改良された牧草地，養魚池た』子雑多

な用地10庁ヘクタールが含まれる。したがー》仁これを

除いた2ci万ヘラタールが、食%Hi物・単年生工業）J;l料作

物用地となる。

もう一つ注1設を要するのは，これら開墾地の相当の部

分は， 1I I IJ!J:などの傾斜地であ J》たという点である。傾斜

地の利用は‘平担なデルタから来た移住者がff験したこ

とのない｜羽翼手な問題をと Lたう。

第 1に，土壌浸蝕（x6imon）とU、う問題がある。熱帯

モンスーン地帯に位置する北ベトナムの山岳部では，雨

季の多孟の降下l:T流水により土壌が著しく浸蝕される。そ

れによ，・＇て失われる表土 J土、上持Hrによっては i年i習に 1

センチメートルに及ぶ。傾斜地の開墾は，この浸散の速

度を一段と早める。浸蝕予防対策としては，等高線に沿

った土手の構築，ストリップ・クロツピング、など様ざま

ある。しかしE渇3年1月に荷fr'g主れた《人民時空会議》

における報作注23），あるいは同じ頃，山岳地方を視察し

たフランス入学者が指摘するところでは悦24），この面で

の取組みはおくれており，また必ずしも適切な対策がと

られていなか－・た。

土壌浸蝕の問題とならんで深刻なのは水不足（生活用

水を含む）である。これは必ずしも，開拓地が水源・水流

から遠く隔っているという理由によるとは限らない。水

源の点で恵まれた開拓地も少なくないのである〉しかし

山岳部では，一般に地質や地／（＇；が複雑で水流が急であり，

濯瓶工事が困難である。労働力に不足しているので，この

面で人海戦術を用いるわけにもし、かない償却。また，た

とえ港紙施設をつくっても，土地が分散しているので，

効率が：Ir',C こうした事情のために濯瓶面談の急速な増

大は期待できないのである。 i端墾地における水利工作

もまた劣勺ている。切りi溶かれfこ土地の大部分は，まだ

港紙水の供給を受けておらず，天水に依存しなければな

らない状態だ。」（注26)

山岳地・中山部の開墾には，このほか手，，材、保議・土壌

改良など適J'J:解決をはかるJζ き「坦題は多ャ。し たがって，

86 

一一一一一一

~4 表作付延面積のJ荘移

（単位： 1,000ヘクターノレ〉

年 ! 米 ｜語草割食r~時~·割i合 計
195ci I 2.176! 2,Gs1 
1957 2,192: 2, fi66 
1958 2,2:15' 26: 114 2,742 
1959 2,274j 291 117 2,800 
1960 2,284 30 137 2,871 

1961 2,410 36 152 3,150 
1962 2,410 51 186 3,234 
196'.-l 2,,l(i'.l '.i9) 196 :l、2:-17
196,1 2,4:H 121 207 :l,449 

1961-64平均 2,404 117 200 3,338 
1965 68平均 2,269 142i 207 3,294 

1972 2,200 555 158' 186: 3,099 
附 2,0941 叫 156 町山6

「I！；所〕 NguyenTien Hung, F.mnomic develop 

川 entof socialist Vietnam, I、4

i》raeger,1977, p. 118. 

（原資料〉 Etudes v匂tnamiennes, no. 2, 1964, 

p. 178, no. 13, 1967, pp. 7-21, no. 44, 1976, 

pp. 171-178 

われわれは関空された面積の広主だけでなく，調書Eの結

果，各種作物の作付面積がどの程度拡大したか，という

角度からも検討を加えておく必要がある。第4表は北ベ

ト十ム全体の作付而積の推移を芳、す。

主ず全作物のf下十iffrj積の合計は， 1%5年の2日万ヘケ

ゲ－・レから年仔明大を示し， 19らいFfこは最高3457iヘク

タールに達した。 1965年以降の減少はベトナム戦争のエ

スカレート，とくに北爆の影響によるところが大きい。

結局，1955～ω年のJO年間lこ80万ヘクタール増大した。

これをさらにEIGO勺二を境に二つの時期に分けると， 1955

～60年の 5カ年間の増大が22万ヘクタール，年平均4.4方

ヘクターノレ増，第1次5カ年計困期の1961～64年 (1965

年のデータはない〉の4カ年間の増大が58万ヘクター

ル，年平均14.5万d、ケタール増となる。つまり11付if11椋

の増大は，荒蕪i也の回復に重点があり，開墾があまり行

なわれなかった50年代の後半よりも，集団移住運動の展

開により山岳部・中高部の開墾が進んだ60年代前半の方

がはるかに高い水準を維持しているのである。このごと

から，山岳部・中高郊の開墾が作付出積の増大tこかな N

寄与したと新定Lてよいであろう。

しかし1961～64年の58万ヘクタールの作付面積の増大

の中には，土地の利用度を高めることによってえられた

ものも含まれる。そこでこの分を主該期の土地利用度の

変化から推定すると25～30万ヘクタールとなる〈住27＼し
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ょこか v j 二残りの30万へク勺－－！＂前後がllil塑その他によ

る作付面積増である（注28）。

；）.：；こ，当該期の作付面積を作物引にみると，補助食糧

fl杓と工業原料作物の作付 1(11絞はこの間 つ買して増大

し， 1960年比では， 1964年に前者が27万ヘク守ール滑，

後者が7万ヘクタール増となっている。また果樹・野菜

も1963年を除けば作付面積が土問え， 1964年には1960年よ

り9:n1000ヘクタール構えている。これに対し，主食で

あろ米の作付面積は1961年に一挙に12ガ6000ヘクタール

l門／こf二/J;n：怨），それ以後は企：［中ひが1J:ってしまった。

二オL，，の事実は，政府が米川リ1ftil，~としての補助食

凶作一物と工業用ないし輸出HHi物てある仁業原料作物の

1Hff tとi.1守々 に重視する傾；（，］にあ r＇／二二とを示す。そし

てそのような政府の政策の推進を可能にした要因の一つ

は山岳部・中高部の開墾であった。これらの地域では，

自然条件が米作に適さないため， TI:にこれら二つの作物

および果樹の栽培が奨励されたのである。

なお，［！J岳部・中高部には，土壌・地形・気象条件な

どが判定の作物，とくに工業u;i：料｛1今物のl＼培に適したと

こんがず；干ある。そうした条件aたそなえ尺地方に開拓fin

7）入止け「〕れると，その作物；ηdjf1J:也将が新たに形成され

穴 IJ、従来あった小規模のりf{rllilt.i;j京大三れることにな

ソンラ省マイソン棉作地i犬、ろ γン？｛’Jンキー・ラ

ミー栽培地区，ホアビン省タンラ、ァク・ラミー栽培地区

など前者の例であり， 7ート省ノ、ホア茶栽培地区などは

後者の例である（／t30）。

後にこうした専作地区を含め，最低数百～数千ヘクタ

--Ii.,♂）iJl模をもち，数百～数千れをとかかえ之開拓地区が

新れ符［／（ (v凸ngkinh t色m<¥iiとR、F；王;icるようになる。

こ，／）用.mの定着するのは， 70年代に入ってからと推測さ

れるが『 1964年秋にはすでに使われて＼、引退31¥1975年

以i{, !rl部や中部高原に開／z¥ iL0$Jj経済区は，これら

をモデルにしさらに一段と規模を大きくしたものとい

えるであろう。

c rt 1〕 NguyimDu・o’ng Tam, op. cit., tr. 27目

（／七2〕 Quang Cach, Le transformations 佐co-

nomiques des regions rnonta日ncuscど七 l~tudes τ，iet-

na Ill iennes, 15 (1967), p. 111 

< ,I :l) 「過去20年tai ：て 1 切りj 人 •Jt ／，新経済区建設

f二。」（Ch色 Vi是tTan、l'h立口 l,凸 lai lao d(mg 

、adiin cu', Ttjp chi cl)叩 j .,an ( t-.lar. 1977), tr. 53) 

もし1961～65年に 105万人移住したとすると， 1966年

以降全く移行が行なわれなかったことになり，事実主

グm rるの

( ii 4) Nguy昼nDu'dng T晶m,oj>. cit., tr. 28. 

( ti 5) T&ng c甲ckhai hoang, of>. cit., tr. 6. 

Clι〕 Ibid.,tr. 6_ 

(/t7) その中には中国系住民もいた。中閥系住民

の移休の例は『新越華報』 1963年11月10門などにみ「》

れる。

C 11 8 ) Nguyen Du’o’ng Tam, op. cit., tr. 28. 

( /l' 9) Nhan Dan, Apr. 17, 1964. 

( ;llO) Nguy~n Du’dng Tam，。j＞‘品、 tr.2.0. 

CiU l) Nha河 Dan,Apr_ Ll, 1964. 

(!!12〕 1964年3月までの実Uiu，タ＜ !'_ / 4万人

UI, ？人デイン約2万7000人， ブンエン 2万波)()I日人

以上，ハイソン 1方3500人，ハドン 1万人，ニンピン

1 Jj人，ハナム7000人。 （NhanDan, Mar. 16, 1964. ) 

（注13〕 Nguy占nDu’0・ngTam, op. cit., tr. 30. 

0主14) Nhan Dan, Oct. 8, 1966. 

（注15) Nguy色nDu’0・ngTam, op. cit., tr. 29. 

(;!Hi) N・guyさnThi毛nVy, M(lt so van de ve 

thiirn canh nong nghi是P,Nghien C抑止inhtえ32

(Apr. 19β6) tr. 51-

( ii J 7) N日uyさn Du・dngTam, of，.正it.,tr白 28.

(/118) Tl》id.,tr. 28. 

〔注19〕 党中央委員で国営農場相の TranHun Due 

が次のよろにのべていることは， とうした現象があっ

たことを裏付けている。 「われわれは，浪費したり，

かせいだ金を故郷へ送金するような傾向をやめさせる

よ守｛tfr社社員を教育しなければな C，ない。J（ο'ifen-
円l't'd伴rinstpoverty and backwardness, p. 160.) 

( i! 20) T&ng c1,1c khai hoan宮， οp,it., tr. 5より

"I tlo 

en 21) 卜！常農場の｛乍付面積Lt, 1960;1＇の 27;1000 

ヘクタールから1961年の 4万8000ヘクタール， 1962年

の7万1000ヘクタールへと開努箇積の鉱大につれて明

大した。（TlingC¥JC thbng ke, So li{u th占ng ke 

1962, Ha-n(li, Sげ Th主t,1963, tr. 56.）ところがそれか

1', l(){f t・ , ，ても，この数字は 6万ヘク々ーノL校度にと

＇~才っているのである。（Ph号m V五n Don仏 Ras11・c 

ph占ndau dw m手t寛至n 珂fmgnghi('p lb’n .rii. hlji 

chit ,,ghia, Ha・n(li,S¥t' Th事t,1976、tr.81.) 

（汁22) Nguy~n Du'o'ng Tam, oj>. cit., tr. 28. 

（注23) Tling C甲ckhai hoang, op. cit., tr. 10, 

（討：24〕 R Dumont, Problemes agricoles au Nord-

87 
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一I＿，＝竺空竺資 料一……………甲山町，

Vietnam, France-Asie, 183 (Automne 1965), p. 55 

（注25) 1965年になって，政府は平野部の合作社水

来IJ隊を義務労働の形で山岳部・中高部の水平IJ建設に参

加させることを決定した。それによると，義務労働の

1rn：：：ι最少6カ月，交必・／＇JUJ也，乙白川、各水平lj球！；J:-

じ）仕事量を請負う。三、Jiiγどに；， ＇と｝き，少なくと

もお万人が山岳部・中，：＇；；：出〆＼下氏＇，＇；うれたとみられる。

（；＼アJ,川 Dan,Apr. 1, Apr. 17, Apr. 21, 1965) 

CiL26) Nhan Dan, Nov. 14噌］%：）

〈注27) 1960年の1.53から1964年の1.67まで上刻し

た。すなわち0.14の士科大である。（VoNhan Tri, op. 

cit., p. 423.）いま耕地を大ゲっ iiに200万ヘクターん

とし， これに0.14を乗ずると2875"ヘクターノレをえる。

（注28) ちなみに， 1958～68If-の1()’ド同日）作付面積

以l二84万ヘクターノレ，そゴド h(,Jtl! J：：か約30万ヘタタ

ノレラ 稲1期作地→2lilli'1/L芯ザ（） I}.. J タ－ Iv, 稲2

1りli'i地→稲2期＋補助ftr:,: n；物 lJijjつ化あるいは→稲

l期＋補助食糧作物・ Tf疋2～：： Jgj J’Ifヒが20万ヘクタ

ーノレ以上であったといウ。（LeDuy Thu・6・cva Hong 

Ti住民 Quanly ch争tchi! va s白’ d甲ngtot dat trong 

nong nghi士p,Hqc tqJう（Feb,1971), tr. 70-71. 

（注29〕 このl首加は主として濯1伎の発岐に上る。

（注30) Nguyi'!n Du・0・ngTam, op. cit.、tr.29. 

〔、L31) Nhan Dan, Oct. 11、19山、 Jan.12, 1965. 

tどをみよ。

おわりに

以上北ベトナムにおける第1次5カ年計画期の園内移

住，つまり平野部→山岳部・中高部の移住について考察

した。資料の制約のため，十分解明できなかった点や開

裂地の生産状況，新設された合作社の経営状況などまっ

たくふれられなかった側面も多い。しかしそれらの解明

は今後の課題とし，一応の要約を行なっておこう。

(1) 平野部→山岳部・中 1~／J部の移住政策は，さまざま

な内存をもった総合的な政策であるが，その主たる目的

は、平里子部の人口圧力の緩和、余剰労働力の部分的解消

およひ山岳部・中高部の開墾による耕地の外延的拡大の

こつであった。当該期の目標は，移住が農業移住，国営

部門就業のための移住を合わせ80万人，開墾が，合作社

の行なうもの35万ヘクタール，国営農場が受持つもの20

万ヘクタール，合計55万ヘクタールである。

(2) 農業移住の方式としては、既存のh'f字社のメンバ

ーに組入れる編入方式と新規に合作ti；を開設する合作社

88 

方式が主として採用された。

“合作祉の力量に主として依拠し，問時に図書僕の積極

的な援助を受ける”というスローガンに表わされるよう

に，当該期の移住事業の主たる担い手は平野審B，山岳部・

中市部の両方の合作社であり，移住の費用なども合作社

の負担する：／BJfrの方が国家の援助よりも大きか－，た。

(31 実地［可でとくに困難で問題が生じたのは，出発前

でiム移行t,-の募集・選抜・決定の段階（＇ ,hり，現地で

は， 上地取得の段階であったとみんれる。また1m墾地で

解決を婆求された農業技術上の大きな問題としては，士

墳浸蝕防止，水利整備などである。

14) 公式発表によれば， 5年間の移住実績は，農業移

住者637i人，国営部門就業のための移住者とその家族42

ガ人，合計105万人である。しかし国営部門移住者にっ

し、どは2/l]j人という報告もあり，もしそうだとすると合

,,I；士郎万人となる。そしてこの数字のかが信頼できる。

寸れにせよ，計画目標はほぼi主ii止されたことになる。

、円！？郎でのその効果については‘余剰労働力・人口の

よ科加率をさi該郊に限ってかなりの秘度引下げたという面

に現われている。その引下げの程度についてはヂータが

不足し正被なことはいえない。ただ個別合作社におい

ては，移住者の送出の結果，労働カ・人口を絶対的に削

減できたケースもかなりあったとみられる。

151 llM坐ifll債は，合｛字社によるものが：J5万ヘクタール

.-:i-凶 IJ探の 100%達成。しかしその中には緋種用地

以外的土地方河0万ヘクタール含まれてし、ることに注意を

要するt 「可れ農場の開墾は最初の 2＂↓間が 5万4（ゆOへク

ケー／レ。最終的な実績は発表されていないが， l't＇付面積

の推移などからみて目標達成にはとうてい釜らなかった

と断定しでもよいであろう。

（アジア経済研究所関書資料部容考課長）
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